
エ 駐停車中の車両による事故

駐停車中の車両に追突する事故を起こした場合、駐停車していた車

両が「運行」に当たるかについては、この点を明示的に示した最高裁

判例はなく、裁判例は分かれているが、走行との時間的・場所的な関

連性、駐車目的等から、当該駐停車が前後の走行行為と一体として「運

行」に該当するかが判断されている。すなわち、長時間駐車しており、

場所的にもそれが是認できる場合には、運行に当たらないといえるし、

他方、短時間の駐車あるいは場所的に長時間駐車することが認められ

ない場合には、「運行」に当たると解されている。したがって、駐停車

が禁止されている道路上に駐停車していた場合には、「運行」に当たる

といえる。

駐車車両による事故は、何らかの装置を使用中に生じたものではな

いので、「運行」の概念について、車庫出入説・車自体説や危険性説に

立てば、運行によって生じた事故といえるが、固有装置説に立つと、

装置をその目的に従って使用しているとはいい難く、説明はやや困難

な面があるといえよう。

オ 非接触事故

最高裁昭和47年5月30日判決（民集26・4・939）は、加害車両が異常な

態様で接近したことから、被害者が慌てて避けようとして転倒し負傷

した事故について「接触がないときであっても、車両の運行が被害者

の予測を裏切るような常軌を逸したものであって、歩行者がこれによ

って危難を避けるべき方法を見失い転倒して受傷するなど、衝突にも

比すべき事態によって傷害が生じた場合には、その運行と歩行者の受

傷との間に相当因果関係を認めるのが相当である」と判示した。

(3) 運行起因性

自賠法3条は、「自己のために自動車を運行の用に供する者は、その

運行に『よって』他人の生命又は身体を害したときは、これによって
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生じた損害を賠償する責に任ずる」と規定している。運行に「よって」

というのは、①運行に際して事故が発生すればよく、運行と人身損害

との間に時間的・場所的近接性があればよいとする説、②運行と事故

との間に事実的な因果関係があれば足りるとする説、③運行と事故と

の間に相当因果関係を要するとする説があるが、判例上、③の運行と

事故との間に相当因果関係を要することと解されており（最判昭52・11・

24民集31・6・918、最判昭54・7・24判タ406・91等）、「運行起因性」と呼ばれ

ている。

運行起因性の判断に当たっては、走行との時間的・場所的近接性、

自動車の構造等の諸事情を総合的に考慮して、走行行為と一体と認め

られるか、あるいは、これと密接な関連があることが認められる場合

に相当因果関係が肯定される。具体的に争われた裁判例としては、次

のものがある。

ア 荷積み・荷降ろし作業中の事故

最高裁昭和63年6月16日判決（判タ685・151）は、フォークリフト車で

貨物自動車の荷台に積載された木材の荷降ろし作業をしていたとこ

ろ、フォークリフトの操作を誤って木材を貨物自動車の荷台からフォ

ークリフト車と反対側に落とし、通行中の被害者が下敷きになって死

亡したという事案について、貨物自動車の運行によるものかが争われ

たが、荷降ろし作業は、直接にはフォークリフトを用いてされたもの

であるが、貨物自動車の荷台をその目的に従って使用することによっ

て行われたものであるから、本件事故は、貨物自動車を「当該装置の

用い方に従い用いること」（自賠2②）によって生じたものといえるとし

て、貨物自動車につき運行起因性を認めた。

最高裁昭和63年6月16日判決（民集42・5・414）は、フォークリフト車

が、道路を隔てた場所に駐車させた木材運搬用の貨物自動車から木材

を降ろして道路を通って作業所内に搬入作業中、被害者が運転してい
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た軽四輪貨物自動車が、道路上に突き出る位置で停止していたフォー

クリフトのフォーク部分に衝突したという事案で、フォークリフト車

ではなく、木材運搬用の貨物自動車の運行起因性が問題となったもの

につき、本件事故当時、フォークリフト車が荷降ろしのために貨物自

動車に向かう途中であったとしても、本件事故は、貨物自動車を当該

装置の用い方に従い用いることによって発生したものとはいえないと

して、貨物自動車の運行起因性を否定している。

この2つの判例は、同じ荷降ろし作業中の事故ではあるが、前者は、

貨物自動車の荷台に積まれた木材を転落させた事故であるのに対し、

後者は、被害者運転の車両とフォークリフト車が衝突したものであっ

て、貨物自動車とは直接関係しないことから、肯定と否定に分かれた

ものと考えられる。

イ 近時の裁判例の動向

近時、運行に「よって」に関し、重要な裁判例が続いている。

(ア) 大阪高裁平成23年7月20日判決（判タ1384・232）

妻とともにタクシーに乗車していた被害者が、自宅前路上で後部座

席から先に降車したが、1、2歩程度歩いたところで路面の段差につま

ずいて転倒した事案（その時点では、妻はタクシーの車内に残り運転

者に料金を支払中であった。）について、人身傷害補償条項の「自動車

の運行に起因する事故」とは自賠法3条の「自動車の運行によって」と

同義であるとした上で、自動車の駐停車中の事故であっても、その駐

停車の目的、同乗者の有無及び状況等を総合的に勘案して、自動車の

乗客が駐停車直後に遭遇した事故については、「自動車の運行に起因

する事故」に該当する場合があり、タクシーから降車直後で、しかも

1歩か2歩程度歩いたところで本件事故に遭遇したことから、時間的に

停車直後であったことはもちろんのこと、場所的にもタクシーの直近
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で本件事故が発生したといえ、本件事故当時、同乗者である妻が料金

支払未了のためいまだタクシー内にいて、後部座席のドアが開いたま

まになっていたことも併せ考慮すると、本件事故は自動車の運行に起

因する事故であったと認めるのが相当であるとした。タクシーから降

車して1、2歩しか歩いていない場合には、停車位置による影響が大き

く、降車時の危険が顕在化したものとみることができる。

(イ) 東京地裁平成24年12月6日判決（判タ1391・261）（佐用川事

件）

集中豪雨のため冠水していた道路に進入して走行不能となった自動

車から降り、避難する際に濁流に流されて死亡した事案について、100

年に一度の降雨を凌ぐ予測を超える局地的な集中豪雨による佐用川の

氾濫という自然災害によるものであって、自動車本来が有する固有の

危険性が具体化したものではないから、本件車両の運行によるとはい

えず、死亡と本件車両の運行との間には相当因果関係がない、とした。

その控訴審である東京高裁平成25年5月22日判決（交民46・6・1701）

は、本件車両が自損事故を起こしたと認めることはできないとし、仮

に、自損事故があっても、自損事故と死亡とは時間的・場所的に近接

しているとは言い難く、死亡事故は自損事故とは直結しない佐用川の

氾濫という自然災害によるものというべきであるとして、運行起因性

を否定した。

運行起因性を否定した理由が、本件車両から出た後に流されたこと

（自動車本来の危険性の切断）にあるのか、濁流自体が記録的災害で

あったこと（自動車本来の危険性の凌駕）にあるのかは定かではない

が、本件事案では、本件車両を停止させた時点では、生命身体への危

険は切迫しておらず、停止自動車から降りて歩行中に災害に遭ってい

るので、自賠法上の責任を認めることは困難であると思われる。
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(7) 装具・器具購入費等

車椅子、義足、電動ベッド等の装具・器具の購入費は、症状の内容・

程度に応じて、必要な範囲で認められる。一定期間で交換の必要があ

るものは、装具・器具が必要な期間の範囲内で、将来の費用も認めら

れる。

一定時期に買換えを必要とするものについて、現在の価額を算定す

る必要があり、中間利息を控除する必要がある。例えば、35歳の男性

が耐用年数5年の車椅子（単価10万円）を生涯必要とする場合の計算式

は、年5％のライプニッツ式によると、次のとおりである（35歳男性の

平均余命は47.03歳（平成30年簡易生命表）であり、最初の購入後、9

回買い換える（合計10回購入）ことになる。）。

10万円×(1＋0.7835＋0.6139＋0.4810＋0.3768＋0.2953＋0.2313

＋0.1812＋0.1420＋0.1112)＝10万円×4.2162＝42万1620円

令和2年4月1日施行の改正民法（平成29年法律44号）によると、中間

利息控除率は施行当初は年3％になる（民404②）ので、計算式は次のと

おりとなる。

10万円×(1＋0.8626＋0.7440＋0.6418＋0.5536＋0.4776＋0.4119

＋0.3553＋0.3065＋0.2644)＝10万円×5.6177＝56万1770円

(8) 家屋改造費等

事故により車椅子での生活を余儀なくされたような場合、居宅内で

車椅子での生活ができるように浴室や廊下の改造、段差解消等の工事

をすることが必要となり、あるいはそれに適した家屋に転居すること

が必要になる。これらの家屋改造費等につき、症状の内容・程度に応
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じて、必要な範囲で損害と認められている。自動車改造費、調度品購

入費、転居費用、家賃差額等についても同様である。

なお、家屋改造等により同居の家族が利便を得ているとして一定程

度減額する裁判例も多いが、もともと被害者が事故により生活するた

めに必要な改造をしたのに、他の家族が利便を受けているとしても、

それは反射的利益というべきものであって、減額する必要はないと考

える。

(9) 葬儀関係費

葬儀関係費については、人はやがては死亡するものであり、いずれ

は支出しなければならないのであるから、損害には当たらないという

見解も考えられるが、その時に葬儀をしなければならなかったのは、

当該交通事故によるものであって、人の死亡事故によって生じた必要

的出費として、加害者側の賠償すべき損害と解されている（最判昭43・

10・3判時540・38）。

葬儀関係費としては、葬祭費、供養料のほか、墓碑建立費・仏壇費・

仏具購入費等がある（最判昭44・2・28民集23・2・525参照）。

こうした葬儀関係費については、被害者や遺族の宗教、地域の習慣

等によって葬儀等の規模や内容が異なり、支出される金額も様々であ

るが、交通事故により予期せぬ時期に急きょ葬儀をしなければならな

かった場合、そこでの葬儀は世の中で一般に行われる規模での標準的

な葬儀と想定することができ、一般的に必要と考えられる金額をもっ

て損害と認めるのが相当である。

葬儀関係費の基準額は、150万円（赤い本、大阪基準）、130〜170万円

（青本）となっている。いかなる葬儀をするかは遺族が決めるもので

あるが、基準額以上の規模の葬儀費用を支出したとしても、特別な事

情がない限り、基準額の限度で認められることになる。
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葬儀費用として少なくとも上記基準額を支出したことの立証を要す

るかについては、見解が分かれており、赤い本は「基準額を下回る場

合は実際に支出した額」としており、青本も同様であるが、大阪基準

では、支出について特段の立証を要しないとしている（もっとも、大

阪基準では、「実際に支出した額が基準額を下回る場合は、実際に支出

した額をもって損害と認めるのが相当である」との記載もあり、立証

する必要があるのか明確ではない。）。

社会的耳目を集めるなどして大規模な葬儀にせざるを得なかったこ

となどを理由として、基準額を超えて葬儀費用を認めた裁判例もある。

また、葬儀関係費とは別に、仏壇購入・墓碑建立費を認める裁判例

もある。被害者の遺族が会葬者等から受領した香典は、損害をてん補

する性質を有しないと考えられるから、損害額から控除しない（最判昭

43・10・3判時540・38。137頁参照）。

コラム 葬儀関係費

葬儀関係費については、基準額までは特段の立証を不要とするのが相

当であると思う。例えば、僧侶に対するお布施等は領収書をもらわない

のが一般的であるし（その場合、支出額を書き留めておき、その額につ

き銀行口座から対応する出金で立証するという説明がされることがある

が、手持ちの現金で支払うということもあるし、領収書ではなく、自ら

金額を記載するのであるから正確性にも疑問が残る。）、遺族が亡くなっ

てまもない時期に領収書を集めなければ賠償をしないというのは相当性

を欠くと考えられるからである。

(10) その他の積極損害

以上のほか、交通事故と相当因果関係があるものについては、損害

として認められる。例えば、事故を原因として旅行をキャンセルせざ

るを得なかった場合のキャンセル料、学校を留年せざるを得なかった
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ことによる授業料等、子の養育・監護ができなかったことによる子の

保育料、診断書や事故証明書等の文書料、成年後見開始関係費用や成

年後見報酬等につき、必要な額につき損害として認められる。

身体に密着し、身体の一部の機能を代行するといえる眼鏡、補聴器、

松葉杖等は、人身損害に含まれると解されている。

コラム 医師への謝礼は損害か

医師に支払った謝礼が損害として認められるかについては、赤い本は、

「社会通念上相当なものであれば、損害として認められることがある」

とし、青本は、肯定説と否定説を紹介し、「重篤な状態を手術で乗り切っ

た、あるいは、治療に適切な医療機関を尽力して探してもらったなど、

謝礼が支払われるのが当然のような事情があればともかく、単にあいさ

つ的に謝礼金をおいたという程度の場合は賠償としての相当性を認めに

くいであろう」とし、大阪基準は、日本医師会「医師の職業倫理指針〔第

3版〕」（平成28年）において、医師が患者から謝礼を受け取ることは厳に

慎むべきであるとの規定を設けていることを理由として、医師等への謝

礼を損害として認めていない。

医師に謝礼を渡すのは渡す人の自由であるが、それを損害として加害

者が負担すべきか、という点については、前記「医師の職業倫理指針」

において、医師が患者から謝礼を受け取ることは厳に慎むべきであると

の規定を設けていることからして、大阪基準のように、否定するのが相

当であると思う。

３ 消極損害

消極損害は、事故がなければ得ることができたにもかかわらず、事

故により得ることができなくなった財産的損害であり、①休業損害、

②後遺障害による逸失利益、③死亡による逸失利益に大別できる。

傷害を負ったが後遺障害が残らなかった場合は①が認められ、後遺
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21条が損害保険の保険給付の履行期を定めたことと平仄を合わせる形

で、自賠法16条の9が新設された。同条1項は、「保険会社は、第16条第

1項の規定による損害賠償額の支払の請求があった後、当該請求に係

る自動車の運行による事故及び当該損害賠償額の確認をするために必

要な期間が経過するまでは、遅滞の責任を負わない」と規定し、民法

412条3項の特則に当たるところ、上記必要な期間について、保険会社

において、被害者の損害賠償額の支払請求に係る事故及び当該損害賠

償額の確認に要する調査をするために必要とされる合理的な期間をい

い、その期間については、事故又は損害賠償額に関して保険会社が取

得した資料の内容及びその取得時期、損害賠償額についての争いの有

無及びその内容、被害者と保険会社との間の交渉経過等の個々の事案

における具体的事情を考慮して判断するのが相当である、としている

（最判平30・9・27民集72・4・432）。原審が、同項にいう「損害賠償額の確

認」は、判決確定等により保険会社が最終的に支払うべき損害賠償額

の確認を意味すると解したのを破棄し、差し戻したものである。なお、

差戻審（東京高判平31・1・16金判1566・21）は、被告側医師による意見書

作成の基礎資料となった原告（被害者）の医療記録が裁判所に提出さ

れた日から4か月が経過した日を遅延損害金の起算日と判断している。

上記最高裁判決は、支払のための確認事項は最低限にとどめ、可能

な限り迅速な救済を与えようとする立法趣旨を重視したものといえ

る。

ウ 労災保険等について遅延損害金から充当すべきか

債務の弁済について、元本及び遅延損害金の全部を消滅させるのに

足りないときは、遅延損害金、元本の順に充当される（民491・489①）。

交通事故の被害者が加害者に不法行為に基づく損害金元本及び遅延損

害金の支払を求めたのに対し、加害者がその一部を弁済した場合には、

特段の合意がなければ、当該弁済は、まず遅延損害金に充当され、残
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額が損害金元本に充当されることになる。自賠責保険金に関しては、

そのように解されている（最判平11・10・26交民32・5・1331、最判平12・9・

8金法1595・63）。

では、労災保険法に基づく保険給付や公的年金制度に基づく年金給

付等の社会保険給付を受けた場合は、遅延損害金から充当すべきであ

ろうか。

最高裁平成16年12月20日判決（裁判集民215・987）は、交通事故の被害

者（死亡）の相続人らが加害者に不法行為に基づく損害賠償を求めた

事案において、相続人らが受けた遺族厚生年金及び労災保険法に基づ

く遺族補償給付が支払時における損害金の元本及び遅延損害金の全部

を消滅させるに足りないときは、遅延損害金の支払債務にまず充当さ

れるべきであるとした。

これに対しては、社会保険給付は、各給付の基礎となる法が定める

目的のために給付されるものであり、損害賠償の支払とは制度の趣旨、

目的を異にする上、損害賠償債務のうち特定の費目（各給付と「同一

の事由」の関係にある損害費目）のみをてん補するものであることか

らすれば、そもそも遅延損害金をてん補する性質を有するとはいえな

いなど批判が強かった。

最高裁平成22年9月13日判決（民集64・6・1626）は、死亡事案ではな

く、後遺障害事案について、同性質かつ相互補完性が認められる場合

には、元本との関係で損益相殺的な調整を行うべきであるとし、また、

その支給が著しく遅滞したなどの特段の事情のない限り、そのてん補

の対象となる損害は、不法行為の時にてん補されたものと法的に評価

するべきであるとの判断を示した。平成16年判決と平成22年判決は、

死亡事案と後遺障害事案という違いはあるものの、労災保険給付がさ

れたことによって、加害者に対する損害賠償債権から減額をするかと

いう点では理論的に異なるものではなく、平成22年判決は、平成16年
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判決を実質的に変更したものか、事案の相違（死亡事案と後遺障害事

案）で結論が異なったのか判然としなかった。

そうした中、最高裁大法廷平成27年3月4日判決（民集69・2・178）は、

おおむね次のとおり述べて、上記平成16年判決を変更した。

「被害者が不法行為によって死亡した場合において、その損害賠償

請求権を取得した相続人が遺族補償年金の支給を受け、又は支給を受

けることが確定したときは、損害賠償額を算定するに当たり、上記の

遺族補償年金につき、そのてん補の対象となる被扶養利益の喪失によ

る損害と同性質であり、かつ、相互補完性を有する逸失利益等の消極

損害の元本との間で、損益相殺的な調整を行うべきと解するのが相当

である。……その支給が著しく遅滞するなどの特段の事情のない限

り、そのてん補の対象となる損害は不法行為の時にてん補されたもの

として法的に評価して損益相殺的な調整をすることが公平の見地から

みて相当である。……最高裁平成16年12月20日判決は上記判断と抵触

する限度において、これを変更すべきである。」

平成27年判決は、死亡事案においても、労災保険から支給される遺

族補償年金については、元本との関係で損益相殺的調整を行うべきで

あること、遺族補償年金のてん補の対象となる損害は、不法行為の時

にてん補されると評価すべきであること（給付額に対応する損害元本

額について遅延損害金を発生させないこと）を述べた平成22年判決の

見解を採用したものである。

なお、支給が著しく遅滞したなどの特段の事情がある場合でも、支

給が遅延損害金に充当されるわけではなく、支給は元本に充当される

が、不法行為の時にてん補されたものと法的に評価して損益相殺的な

調整をすることができなくなる結果、支給日までの遅延損害金が認め

られることになる（東京高判平28・8・31労判1147・62）。
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エ 最近の判例

高齢者の医療の確保に関する法律による後期高齢者医療給付を行っ

た後期高齢者医療広域連合は、当該給付により代位取得した不法行為

に基づく損害賠償請求権につき、当該給付が行われた日の翌日からの

遅延損害金の支払を求めることができる、としている（最判令元・9・6裁

時1731・1）。後期高齢者医療広域連合は、後期高齢者医療給付を行った

場合、高齢者の医療の確保に関する法律58条により、その価額の限度

において、被保険者が当該第三者に対して有する損害賠償請求権を代

位取得すること、後期高齢者医療給付は、損害の元本をてん補する性

格を有するものであり、遅延損害金をてん補するものではないことか

ら、上記のとおり判断したものである。なお、草野耕一裁判官の意見

は、本件の損害は医療機関から特定の時期に医療役務を受けることに

よって発生する債務であり、特定の時期以前には遅延損害金が生じる

余地はなかったというものであり、もっともな感を受けるが、不法行

為時に全ての損害が発生し、遅滞に陥るとする判例理論（108頁参照）

との整合性をどうとるかは難しい。
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第４章 証拠（損害）

損害を立証するために、いかなる証拠を提出するとよいかを考えて

みる。

１ 治療費等

治療費や通院交通費、休業損害等を求めるに当たり、受傷の事実、

傷病名、各医療機関への入通院等の治療経過、後遺障害が残存した場

合には症状固定日やその等級等を具体的に主張する必要がある。

証拠として、各医療機関作成の診断書や後遺障害診断書、自賠責保

険会社から送付される後遺障害等級認定票、治療費について診療報酬

明細書を提出するのが一般的である。ほかに、医療機関作成の治療費

の請求書や領収書等が提出されることもある。任意保険会社は、被害

者から同意を取り付けて、医療機関への支払を行う都度、医療機関か

ら診療報酬明細書の交付を受けているのが通常であるから、代理人と

しては任意保険会社にその写しを請求する方法もある。

これらの診断書等を提出する場合には、各主張と照合した上で、治

療費、交通費等の項目ごとに時系列順に提出することが望ましい。

交通事故により受傷した場合でも、被害者が自らの健康保険による

診察を受けることは可能であり、厚生労働省も、保険局国民健康保険

課長等通知（近年のものとして、平23・8・9保保発0809第3等「犯罪被害や自動

車事故等による傷病の保険給付の取扱いについて」）において、交通事故につ

いて健康保険による診療が行えることを明らかにしている。その場

合、「第三者行為による傷病届」を保険者（健康保険組合等）に提出し、

保険者が立て替えた治療費を加害者の自賠責保険会社や任意保険会社

に対し求償することになっている。

他方、加害者としては、治療費を争う場合には、争う事項を具体化
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することが望ましい。受傷の有無・程度、後遺障害の有無・程度、症

状固定時期を争う場合には、医療機関における診療録を証拠として提

出し、場合により医師の意見書等を提出することも多い。

入院中の個室など特別室の使用は、その証拠として、診療報酬明細

書のほか、必要性を記載した診断書等が必要となる。

将来の治療費については、必要性やその額について、診断書、診療

録、医師の意見書、被害者や近親者の報告書等を提出することが多い。

２ 交通費

通院に公共交通機関を利用した場合には、通院先、通院日、利用交

通機関、往復の金額を明らかにすることにより、通院したことは病院

の領収書等から明らかになるので、公共交通機関の領収書を提出しな

くとも、損害として認められる。

タクシーについては、歩行に支障がある場合、医師からタクシー利

用の指示が出ている場合、地理的に公共交通機関を利用するのが困難

な場合等につき認められる。そのためには、領収書等を提出して利用

日と金額を明らかにする必要がある。

自家用車を利用した場合には、高速料金や駐車代は領収書を提出し、

ガソリン代は病院までのだいたいの距離を基にして計算することが多

い（1km当たり15円で算出することが多い。）。

なお、以上の領収書が多数にのぼる場合には、日付順に整理した上

で、主張との関連性が分かるようにして提出することが望ましい。一

部の領収書を失くしているという場合については、病院に行ったこと

は病院の領収書等から分かるのであれば、それまでと同様の料金を要

したものとして扱ってよいと考えられる。

また、将来の通院交通費については、通院治療の必要性のほか、通

院の頻度、利用する交通機関、交通費の額を主張する必要がある。
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